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研究計画内容  【研究背景】地方では、若年世帯を中心に人口減少が急速に進み，地場産業の事業継承と

雇用確保が喫緊の課題である。播磨圏域においても，2015（平成 27）年に、7 市 8 町（姫

路市、加古川市、相生市など）で「連携中枢都市圏形成に係る連携協約」を締結し、「播

磨圏域連携中枢都市圏ビジョン」が策定し、中小企業が集積する播磨圏域全体の地場産業

の活性化に取り組んできた。その政策により、雇用の創出を図るとともに、はりま・もの

づくり力の強化によって圏域全体の産業活性化の雇用確保を目指して広域連携・企業投資

活動を実施し、ハローワークと連携し若年層の就業及び子育て支援を行ってきた。 

【研究内容】本研究は播磨圏域の一つ加古川を取り上げ、第１に、加古川市内の地場産業

に勤務する若年層の就業実態を明らかにする。具体的には、まず、３社の中小企業を取り

上げ、採用状況、企業の業務内容、若年層の雇用支援と福利厚生を調べる。次いで、各企

業の若手職員にヒアリングを行い、一日の日常生活の流れや、仕事と子育ての課題を聴取

する。第２に、若年世代が、加古川市に居住し、働きながら結婚・出産・子育てを促すに

はどうしたらよいかを、加古川市とその近隣の施策を調査・整理し、加古川市の強いと弱

みを示す。このとき、加古川市から流出する先の地域と加古川市の子育て支援政策や、企

業の若年層の雇用状況や福利厚生の比較を行う。第３に、第１及び第２で得られた結果を

踏まえ、大学生を対象に、中小企業に就業を希望するにはどのような選択肢が有効である

かをアンケート調査を用いて、明らかにする。最後に、経済産業局と当該地域の行政及び

企業との連携を検討し、自分たちが考えてきた加古川市及び当該地域への支援の有効性を

問う。  
【期待される効果】加古川市で、働きながら結婚・出産・子育てをするにはどのような政

策が有効であるかを明らかにすることで、若年層の流出を防ぎ、加古川市の持続可能な発

展を遂げることができる。 
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